
平
成
二
十
八
年
五
月
二
十
日

参

議

院

地

方

・

消

費

者

問
題
に
関
す
る
特
別
委
員
会

特
定
商
取
引
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
に
対
す
る
附
帯
決
議

政
府
は
、
本
法
の
施
行
に
当
た
り
、
次
の
事
項
に
つ
い
て
適
切
な
措
置
を
講
ず
べ
き
で
あ
る
。

一
、
「
特
定
権
利
」
制
度
の
運
用
に
当
た
っ
て
は
、
特
定
商
取
引
に
関
す
る
法
律
に
お
け
る
「
役
務
の
提
供
」
と
「
権
利
の
販

売
」
の
概
念
を
明
確
化
し
、
規
制
の
す
き
間
が
生
じ
な
い
よ
う
措
置
す
る
こ
と
。
そ
の
後
も
な
お
、
規
制
の
す
き
間
が
生
ず

る
事
態
が
認
め
ら
れ
た
場
合
に
は
、
速
や
か
に
、
「
商
品
」
、
「
役
務
」
、
「
権
利
」
と
い
う
三
分
類
の
枠
組
み
を
撤
廃
す

る
こ
と
も
含
め
た
見
直
し
を
検
討
す
る
こ
と
。

二
、
悪
質
事
業
者
に
対
す
る
法
執
行
の
強
化
と
行
政
処
分
に
伴
う
消
費
者
利
益
の
保
護
を
実
効
性
あ
る
も
の
と
す
る
た
め
、
国

及
び
都
道
府
県
の
執
行
体
制
の
強
化
に
向
け
た
連
携
等
の
措
置
を
講
ず
る
と
と
も
に
、
悪
質
事
業
者
の
違
法
収
益
の
は
く
奪

に
向
け
た
制
度
的
検
討
を
引
き
続
き
行
う
こ
と
。

三
、
本
法
に
基
づ
き
都
道
府
県
知
事
が
行
う
業
務
禁
止
命
令
が
、
複
数
の
都
道
府
県
に
ま
た
が
る
消
費
者
被
害
事
案
に
適
切
に

対
応
す
る
も
の
と
な
る
よ
う
、
「
平
成
二
十
七
年
の
地
方
か
ら
の
提
案
等
に
関
す
る
対
応
方
針
」
を
踏
ま
え
て
、
都
道
府
県

の
行
政
処
分
の
効
力
の
在
り
方
に
つ
い
て
検
討
し
、
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。

四
、
高
齢
者
等
に
対
す
る
訪
問
販
売
及
び
電
話
勧
誘
販
売
に
よ
る
被
害
の
未
然
防
止
が
喫
緊
の
課
題
で
あ
る
こ
と
に
鑑
み
、
法

執
行
の
強
化
等
の
対
策
を
推
進
し
、
特
に
平
成
二
十
年
改
正
で
導
入
さ
れ
た
再
勧
誘
の
禁
止
を
遵
守
さ
せ
る
と
と
も
に
、
事



業
者
に
よ
る
自
主
規
制
の
強
化
を
促
す
こ
と
。
ま
た
、
引
き
続
き
高
齢
者
等
の
被
害
が
多
発
し
た
場
合
に
は
、
諸
外
国
の
取

組
等
も
参
考
に
し
つ
つ
、
勧
誘
規
制
の
強
化
に
つ
い
て
の
検
討
を
行
う
こ
と
。

五
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
取
引
に
係
る
消
費
者
被
害
が
大
き
く
増
加
し
て
い
る
と
い
う
消
費
者
相
談
現
場
か
ら
の
意
見
が
あ
る
こ

と
に
鑑
み
、
消
費
者
被
害
の
実
態
を
調
査
し
た
上
で
、
通
信
販
売
に
お
け
る
虚
偽
・
誇
大
広
告
に
よ
っ
て
消
費
者
が
誤
認
し

て
契
約
締
結
に
至
っ
た
場
合
の
実
効
的
な
救
済
措
置
に
つ
い
て
検
討
を
行
う
と
と
も
に
、
引
き
続
き
事
業
者
に
対
し
て
、
特

定
商
取
引
に
関
す
る
法
律
を
始
め
、
不
当
景
品
類
及
び
不
当
表
示
防
止
法
な
ど
に
基
づ
き
、
表
示
義
務
の
徹
底
や
虚
偽
・
誇

大
広
告
に
対
す
る
厳
格
な
執
行
を
行
う
こ
と
で
消
費
者
被
害
の
未
然
防
止
を
図
る
こ
と
。

六
、
特
定
商
取
引
に
係
る
消
費
者
被
害
の
未
然
防
止
及
び
救
済
を
効
果
的
に
推
進
す
る
た
め
、
本
法
の
施
行
状
況
及
び
消
費
者

被
害
の
発
生
状
況
を
踏
ま
え
、
新
た
な
消
費
者
被
害
の
発
生
が
認
め
ら
れ
る
な
ど
見
直
し
の
必
要
が
生
じ
た
場
合
に
は
、
本

法
の
施
行
後
五
年
を
待
た
ず
、
適
時
適
切
に
見
直
し
を
行
う
こ
と
。

七
、
地
方
公
共
団
体
に
お
け
る
消
費
者
被
害
の
未
然
防
止
及
び
救
済
に
向
け
た
取
組
の
推
進
の
た
め
に
は
、
消
費
生
活
セ
ン

タ
ー
等
の
相
談
体
制
の
質
的
向
上
及
び
地
方
消
費
者
行
政
と
民
間
関
係
者
と
の
連
携
の
強
化
が
重
要
で
あ
る
こ
と
に
鑑
み
、

地
方
消
費
者
行
政
推
進
交
付
金
の
継
続
を
含
む
財
政
支
援
並
び
に
消
費
生
活
相
談
員
及
び
担
当
職
員
の
研
修
機
会
の
提
供
を

国
の
責
任
に
お
い
て
措
置
す
る
こ
と
。

八
、
特
定
商
取
引
に
係
る
消
費
者
被
害
の
調
査
・
分
析
に
当
た
っ
て
は
、
全
国
消
費
生
活
情
報
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
・
シ
ス
テ
ム

（
Ｐ
Ｉ
Ｏ
―
Ｎ
Ｅ
Ｔ
）
に
蓄
積
さ
れ
た
情
報
を
今
後
の
法
改
正
に
一
層
活
用
で
き
る
よ
う
、
関
係
機
関
に
対
し
、
登
録
情
報

の
分
析
力
の
向
上
を
促
す
こ
と
。

右
決
議
す
る
。


